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研究成果の概要（和文）：東日本大震災からの農業復興における企業の支援の実態を企業側、地域側両面から分
析した。その結果、企業による支援は企業ならではの本業の能力を生かしている点、迅速に支援を展開している
点などで地域側から非常に高い評価を受けている。企業は支援動機としては社会貢献が中心であった。しかし、
結果的に社員の意識や士気の向上、取引先からの評価向上など本業の発展につながる成果も見られた。今後は、
企業による農業復興支援について、自助や公助と連携するとともに、認知度を高めていく必要があるといえる。

研究成果の概要（英文）：We analyzed the actual situation of the support by companies in the 
agriculture revival from East Japan great earthquake disaster from the company side and the local 
side. As a result, the support by companies receives a very high evaluation from the local side at a
 point making use of the ability of the main profession only in the company in, a point presenting 
support quickly. As for the company, contribution to society was the center for a support motive. 
However, as a result, the result to lead to improvement of consciousness and the morale of the 
employee, the development of the main profession including the evaluation improvement from a 
business partner was seen. About the agriculture reconstruction support by the company, self-help 
and public assistance cooperate, and it may be said that it is necessary to raise recognition in 
future.
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１．研究開始当初の背景 
(1)近年，企業の農業参入の解禁，農商工連携
施策などの政策が展開され，両者の関係は急
速に深まっていた。そうした中で発生した今
般の震災からの復興では企業による農業支
援プロジェクトが注目され，地域農業の復興
において着実に成果を上げつつあった。しか
し，課題も浮き彫りになってきた。 
(2)こうした課題は，農業復興における共助
（企業等）の位置づけが明確ではないことが
一因であり，公助（行政による支援），自助
（農家の自助努力）と並び，企業をはじめと
する共助を位置づけた新たな復興理論の構
築とそのための実証的な研究が必要となっ
ていた。 
 
２．研究の目的 
本研究では従来の公的予算一辺倒の復興か
ら脱して「企業」という経済主体の導入を核
とする市場メカニズムによる復興の理論を
構築した上で，農業復興過程における自助・
共助・公助の組織間連携の理論構築を目的と
した。 
 
３．研究の方法 
本研究は，主に以下のような方法を採用した。 
①２次情報の集中的な収集 
②主要プロジェクトに関する関係者ヒアリ
ング調査 
③被災した地方自治体へのアンケート調査 
④農業復興支援企業へのアンケート調査 
⑤企業による復興支援内容の類型化と特性
分析 
⑥ケーススタディによる復興支援プロジェ
クトの評価 
⑦市場メカニズムによる復興理論の構築 
⑧農業復興における自助・共助・公助の位置
づけと組織間連携理論の構築 
 
４．研究成果 
本研究は，共助の一員である企業が公助，

自助の活動と連携しつつ，農業復興を支援す
る主体と認知されることを目標とした。 
(1)東日本大震災からの農業復興における企
業の支援事例の確認とその特性解析 
第一に，企業支援の事例が２次情報からの

みでも 30以上確認された。支援形態として，
当該企業による直接支援と NPO 法人などを
介した間接支援があること，さらに直接支援
には企業単独のものと複数社が連携してい
るものがあることがわかった。支援内容も農
業経営，流通販売など事業に参画するものや，
人・物・金・情報などの経営資源の提供など
多様な内容であることもわかった。第二に，
支援する側の企業の特性や考え方から企業
の支援活動は４つのパターンに類型化する
ことができた。こうした類型化の考え方を活
用することで，今後東日本大震災級の大規模
災害が発生した際に，より多くの企業が迅速
かつ的確な支援を行うことが可能となると

考えられる。第三に，企業による農業復興支
援の特性として，企業活動と直結させている
企業とあえて切り離している企業があるこ
とがわかった。これは，復興活動と営業活動
との境界があいまいになりがちであるため，
復興支援に名を借りた営業活動と受け取ら
れることで企業イメージダウンなどのマイ
ナス面の可能性も秘めていることなどが背
景にあると推察された。 
(2)被災市町村へのアンケート調査による企
業支援の実態分析 
東日本大震災において甚大な被害を受け

た岩手県，宮城県，福島県内の特定被災地方
公共団体計 127 市町村（以下，被災市町村）
を対象に実施したアンケート調査により，企
業による農業分野の復興支援に対する期待
や懸念，支援の効果，効果的と思われる支援
の内容，支援企業に望む姿勢,企業支援を円滑
かつ効果的に行うために講ずるべき方策に
ついて評価を試みた。また，評価結果に基づ
き農業復興における企業の望ましい支援の
在り方を検討した。本研究より得られた主要
成果は次の通りである。１）企業の農業復興
支援に対する被災市町村側の期待は，震災直
後に比べて高まっており，なかでも企業の農
業復興支援の受入れ実績のある被災市町村
において顕著に表れている。２）企業による
農業復興支援の効果は，特に企業による農業
復興支援の受入れ実績のある被災市町村か
ら高い評価を得ており，とりわけ効果的な支
援は，農産物の流通販売・原料調達，復興資
金の提供を挙げている。一方で，企業による
農業復興支援の懸念点は，企業が支援半ばに
撤退すること，ニーズに合わない支援や不公
平な支援が行われること等が挙げられてい
る。３）復興支援を行う企業に望む姿勢につ
いて被災市町村は，企業の本業を組み込んだ
支援，被災状況やニーズに適合した支援等を
行うことを望んでいる。４）復興支援に取組
む企業が農業復興支援を円滑かつ効果的に
行うための方策として企業と地域のコミュ
ニティ，農業関連機関の連携を挙げている。
一方で企業による復興支援の円滑化と有効
化のために被災市町村が講ずべき方策とし
て，支援活動を行いたい企業側と支援農家・
地域側とのマッチング，被災現場の支援ニー
ズの把握，支援情報の集約・共有化・提供等
の取組みを指摘している。 
(3)企業による農業復興支援の特性分析 
農業復興支援を行う企業の特性（業種）と

支援内容の関係を見ると農林水産業は，「自
社技術やノウハウの提供」「農業経営・雇用
創出」が多く，製造業は「技術・ノウハウの
提供」，商業は「販路提供・購買実施」が支
援の中心となっているなど本業に関連した
分野で支援を行っていることがわかった。ま
た，「販路提供・購買実施」「人材提供」「技
術・ノウハウの提供」を支援している企業の
多くは支援に際して連携体制を構築してい
ることもわかった。 



(4)農業復興支援企業へのアンケート調査に
よる企業支援の実態分析 
農業復興を支援した企業へのアンケート

調査により，企業の農業復興支援の実態を把
握・分析した。有効回答企業の半数以上は震
災前に農業振興支援や農業参入を行ってい
なかった企業である。支援対象は，個別の農
家や農業法人が最も多く，農家グループがそ
れに次いでいた。また，支援に当たっては自
社単独が 1/4，連携先があったものが 3/4 と
なっており，多くが連携先とともに支援して
いることがわかった。その連携先は地元の行
政機関をはじめ地元企業，農業関連団体，
NPO など多岐にわたっている。さらに，農
業復興支援により，社員の意識・士気などの
向上が見られたり，取引先企業等からの評価
向上など本業へも間接的な効果があること
がわかった。一方で，支援に対しての社内で
の合意形成や効果的な支援ができたかどう
かなどの課題も浮き彫りになった。支援を受
けた地域側としても企業による農業復興支
援に不慣れであったことがわかり，企業によ
る農業復興支援は一般的になっておらず，今
後解決すべき点が多く見つかった。 
(5)企業による農業復興支援の理論 
東日本大震災からの農業復興支援で多く

見られた企業による支援は，本業の持ってい
る能力を活用している点で，自助や公助に見
られないメリットがある。また，支援の動機
としては，企業の社会的責任感から行われて
いるものであるが，実施してみると自社の内
外での効果も認められ，本業の向上にもつな
がっていることがわかった。これは，利益を
追求する民間企業であっても，震災復興支援
という社会的に意義のある活動を行うこと
で，長期的，あるいは間接的に本業の発展に
寄与するものであり，株主や取引先金融機関
などにも説明が付くものであるといえる。 
一方で、企業からの農業復興支援を受ける

地域側の主体である、農家、農家グループ、
農協、市町村などでは、企業からの支援に慣
れておらず、円滑な支援受入に支障を来す傾
向も見られる。こうした状況ではせっかくの
効果的な支援も無駄になることも懸念され
る。 
こうした状況に対応して、受入企業側の各

主体と支援企業側の各ステークホルダー、さ
らには農業振興には大きな影響力を持って
いる国や県などの行政機関が協力して，企業
による農業復興支援のあり方を理解し、復興
事業全体に位置づけることにより，自助・共
助・公助が適切な役割分担を行いつつ、全体
として効果的な復興につながることが示唆
された。 
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